


















































































































































の関係経費をもとに調査分析を行 うものであり､平成 2年度､4年度に引き続き､第 3回アンケ
ー トの回収中である｡回収済みのアンケー トをみる限りでは､地方自治体の科学技術関係経費は




















主に､各省庁の平成 9年度施策について説明がなされた｡平成 8年 7月の ｢科学技術基本画｣







中央大学経済学部 教授 斎藤 優
(2)｢KSPにおけるビジネス ･インキュベーションの経験について｣
株式会社ケイエスピー 専務取締役 馬場 昭男
2.科学技術政策研究所からの報告
(1) ｢地域科学技術政策を巡る内外の動向｣
科学技術政策研究所 客員研究官 (東海大学教授) 権田 金治
(2) ｢地域科学技術指標策定に関する調査｣
科学技術政策研究所第 3調査研究グループ 総括上席研究官 添嶋 -
(3) ｢地域における科学技術振興に関する調査研究｣









科学技術振興局研究基盤課地域科学技術振興室 室長補佐 田中 康治
(2)農林水産省
農林水産技術会議事務局地域研究振興課 課長補佐 水野 隆史
(3) 自治省
大臣官房企画室 課長補佐 時津 忠
(4)通商産業省

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































を進める上では､ナショナル ･システム ･オブ ･イノベーション (NSI)ではなくて､
リージョナル ･システム ･オブ ･イノベーション (RSI)は極めて重要だという議論が
出てきております｡実は昨年のECでの地域科学技術に関するベルギー会議でも､最大の


































インダス トリアル ･ロケーション ･インデックス｡2番目が､コンバージョン ･インデッ
クス ･オブ ･リージョナル ･インダス トリアルス トラクチャー､つまり ｢地域産業構造転
換指数｣｡3番目は､コエフイシェン ト･インダストリアル ･アキュメレーション ｢産業
集積係数｣｡各県の産業集積度を示し､どの産業がどのくらいの集積し､どのくらい競争





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国 : 科学技術庁 ⇔関係各省庁
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(科学技術政策の □公設試 lL高等教育棟関 ■医療桟関-の研
稔合的推進 究助成
ロ財団法人等の研究 □研究交流の促進 昌研究開発型企業 a]企業の育成支援
開発(支援)鞍関 誘致
田人材育成 盟国際交流 団啓栗普及 缶特定の研究課題
(図③) 都道府県 (政令指定都市を含む)の科学技術関係経費 (平成4年度)
J経常的な経費 □公設試の再編整備経費 ■高等教育横関に係る軽女
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問7 財団法人 ･第3セクター支援 (研究開発)
問8 財団法人 ･第3tzクタ-支援 (その他)
問9 基金 (法人以外)
問 10 自然科学系博物館'･科学技術系教育施設































































問20 問19 人材育成 (専門的技術分野)
問21 問20 人材育成 (研究ポテンシャル向上)
･x･若手のみから全年齢層に対象に拡大
閏22 問21 国際交流 (拠点整備)

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































○客員研究員の招-い事業 (海外 :平成4年度～､国内 :平成8年度～)
国内外の先進研究機関から研究員を招-いし､研究開発機能の向上と研究交流ネットワーク


























年 度 4 5 6 7 8
般 件 数 73 80 75 72 83予算額 143,190 155,90 155,340 149,770 166,227
重占ノーヽ 件 数 2 2 2 2 2予算額 16,000 16,000 16,000 16,000 20,000

































































① 年内に､産 ･学等の代表者で構成 される外部評価機関としての ｢(仮称)
青森県産業科学技術会議｣の設置を目指す とともに､


















○ 岩手県科学技術振興推進指針 (平成 2年 5月)
○ 岩手県宇宙航空産業基地構想 (平成3年3月)
○ 東北インデ)ジェント コスモス構想岩手ビジョン (平成5年3月)
○ 岩手県リモー トセンシング活用推進指針 (平成 7年 3月)
2 県の科学技術振興体制◎岩手県科学技術振興推進会議 (平成元年4月設置)
○ 総 務 部 県立大学整備室 - 岩手県立大学 (平成10年4月関学予定)
○ 企画調整部 科学技術振興室 (科学技術振興の総合的な企画調整等)
○ 環境保健部 医務課
○ 商工労働部 工業課











業 (氏sp)実施機関等)○岩手大学地域共同研究センター (岩手大学の共同研究施設)○岩手県南技術研究センター (一関高専を核 とした研究開発拠点､公設民営)







究所､研究開発会社 (R&D)の設立 ･事業化 など
○ 先端的 ･独創的研究開発の展開
先端的 ･独創的研究課題の調査 ･育成 (RSP)､研究開発プロジェク トの導入 (地域先導








○ 総 務 部 県立大学整備室 - 岩手県立大学 (平成10年4月関学予定)
○ 企 画 振 興 部 情報科学課 (科学技術振興の総合的な企画調整等)
○ 保 健 福 祉 部 保健福祉課
○ 商工労働観光部 工業振興課
○ 農 政 部 農政企画課














































































































第3章 福 島県科学 技術振興の推進方策
基 本 目控 ･基 本)]一向を具休化す るため､10の推 進方策を設ける｡

































































産業技術開発振興については､21世紀-の橋渡 しとしての役割を担 う ｢とちぎ新時代
創造計画 三期計画｣を平成 7年 1月に策定､特にその商工部門編として､産業とちぎ活
性化-の挑戦 と銘打って ｢とちぎ産業振興 ビジョン｣を策定し､本県の特性を踏まえた産
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平成 8年 2月 に､本県にお ける科学振興の意義や基本的な方向について長期的かつ
広範 な視野か ら明 らかにす る ｢千葉県科学政策大綱｣ を策定 した｡
この大綱では､｢千葉県科学会議｣ (平成 6年 11月設置 一学識経験者 10名で構成)に
お ける議論 を踏 まえ､
(1)科学 を支 える ｢ひ と｣の育成や支援
(2)新 しい取組や発想で研 究が行われ る ｢場｣の整備
(3)研究にお ける国際的連携や地域か らの国際貢献等 ｢交流｣の推進
を基本的な施策 の方向 として示 したところである｡
2. ｢ちば新時代 5か年計画｣ における科学振興施策
平成 9年度か らスター トした総合 5か年計画においては､基礎研究 を中心に幅広い
科学の振興を図 り､科学が ｢文化｣ として県民に定着す ることを目指 している｡
計画に掲げる主要な事業の進捗状況は次の とお りである｡
(1)未来の科学者サテ ライ トスクール ･･･科学に興味 ･関心を持つ青少年が科学者
とのふれ あいや助言 を受 けなが ら先端的な研究分野の実験や講義 を行い､科学的な
ものの見方や創造力をかん養する｡ (9年度か ら青少年教育施設等 で実施)
(2)科学者等 による特別理科教室 ･･･著名な科学者 が学校に出向いて講義や実験 を
行い､児童生徒の科学 に対す る関心 を喚起す る｡ (8年度か ら毎年 4校 で実施)
(3)独創的 ･創造的な基礎研究の支援 ･･･優れ た研究者の才能を伸ば し､地域か ら
人類社会の発展に貢献す るために､県内で独創的 ･創造的な研究活動 を している
研究者 を支援す る｡ (先進事例等 を調査 中であ り今後事業化を検討す る｡)
(4)国際的な科学研究拠点 の設置 ･･･既存施設 を活用 し､世界的に活躍 している
科学者 を招聴 して 21世紀の科学の研究テーマの設定等思索型研究への支援 と地域
の研究者 との交流 を図 る｡ (事業可能性等 を調査 し､今後基本構想 を策定す る ｡)
(5)東京大学大学院等の誘 致 ･･･東京大学の大学院研究科及び各種研究機 関の柏市
-の誘致 を推進す る｡ (8年度に東大 ･県 ･柏市 による連絡協議会 を設置｡今後､
産業振興 ･生涯学習等における連携 について検討す る｡)
3.当面の課題
当面､上記主要施策 の推進 を図ることとしているが､その推進に当た り上述の東大の
ほか ｢かず さアカデ ミアパー ク構想｣の推進 について千葉大 とも意見交換の場 を設ける
等 ｢学｣ との連携 を図ってい るところであ り､その中で ｢ひ と｣の育成の重要性 が指摘
され ていることか ら､今後 とも､人材育成 に関す る施策 の充実を図る必要がある ｡
また､産業政策 の面で､本県では ｢国際産業母都市｣の実現を目指 していることか
ら､新たな技術 ･新製品等 を生み出す母工場や研究機 関､加工組立機能 を有す るロジス
テ ィクス ･セ ンター等の立地 の促進､新産業の創 出に向けたベンチャー ビジネスに対す
る支援等 を推進 しているが､そのバ ックア ップを図るため､研究開発機能 ･イ ンキュベ
ー ター機能等 を備 える総合的支援施設 ｢東葛テクノプ ラザ (仮称)｣の建設や産 ･学 ･
官の研究機 関の連携強化 を進 めることとしている｡
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神奈川県の科学技術政策の現状と課題
神 奈 川 県
1 現状

















･概要 ･基本財産(平成9年1月現在) 40億 19百万円 (県 35億円)
･平成8年度予算額 21億4千万円 (県補助金 18億9千万円)
･主な事業

































































新潟 県にお ける科学技術 振興施策等 の現状 と課題 につ いて
新 潟 県
1 科学技術振興指針 の策 定 につ いて
本 県 にお ける科 学技術 の振興 を総合 的 に推進す るた めの理念 ､ 目標 ､方策 な どについ
て ､部 局横 断的 な視点 か ら体系的 に整備す るこ とによ り､県の長 期 的な科学技術振興施
策 の展開の方 向 を明 らか に し､効果的 に科学技術行政 を推進 してい くための指針 とす る
た め､新潟 県科学技術大綱 (仮称) の策定作業 を進 めている｡
大綱策定 に当た り､県 内外 の産学官 の有識者 か ら意 見 を聴取す るため､新潟 県科学技
術 大綱策定委員会 (会長 :内 田 長 岡技術科学大学長) を設置す る とともに､庁 内にお
け る連絡調整 を図 るため､庁 内連絡会議 を設 けている｡
平成 8 ･9年度 の 2か年事業 で､作業 スケジュール は､以下の とお りである｡
H 8/10月29日 第 1回策定委員会
H 9 1月27日 第 2回策定委員会
3月27日 第 3回策定委員会
7月 第 4回策 定委員会 庁内連絡会議 に よる検討 (適 宜)
10月 第 5回策定委員会
12月 印刷 ･配付
2 産業技術 開発振興施策 につ いて
各部局 ご との産業技術 開発振興構想 としては､次の よ うな ものがある｡
(1) 商工労働 部
ア ｢新潟 県 21世紀産業 ビジ ョン｣ (平成 8年 6月策定)
平成 8年度 か ら 17年度 までの概 ね 10か年 を計画期 間 とし､ 21世紀 にふ さわ し
い本 県経済 の構造改革 を図 り活力 あ る産業づ くりを進 めるため､本県産業 の 目指すべ
き将来像 (自立型企業群 がネ ッ トワー クを駆使 し活躍す る､融 業化 された産 業社会)
を示す とともに､そ の実現 に向けた施策 の方 向や関連す るプ ロジェク トを提示｡
イ ｢新潟 テ クノタンク構想 ｣ (平成 7年 3月策 定)
本 県工業構 造 の高度化 (企業製 品 の高付加価値化 と高付加価 値型産業群 の形成) を
推進す るた めの構想 で､県工業技術総合研 究所 を中心 として､県内の企業 ､大学､そ
の他 関係機 関の力 を最大限 に引き出す調整機能 を果 たす とともに､研 究開発 ､企業間
リンケー ジの形成 ､技術指導 ､情報提供 ､起業化支援 ､デザイ ン支援 といった 6つの
機 能 の充実 を図 ることを 目標 としてい る｡
(2) 農林水産部
｢新潟 ア グロタンク構想 ｣ (平成 9年 2月策定)
21世紀初頭 の技術革新 に対応す るため､試験研 究課題 と研 究推進方向､試験研究
の産学官 の連携 の方 向及 び試 験研 究機 関の組織体制整備 の方向 を明 らかに し､本 県農
業 関係試験研 究 の指針 とす る ｡ 試験研究 の技術 開発 が､農業 ･食 品産業の振興発展 に
大 き く貢献 し､生産者 の経 営発展 と消費者 に十分理解 と満 足で きる ｢高品質 ･良食



































指 針 福井県科学技術振興指針を策定予定 (平成 9年度)
担 当 課 商工労働部工業技術課











研究開発(第3セクター) 財団法人福井県産業振興財団 基金 12億 8690万円
目的 :産学官連携のコーディネータ (技術開発､技術交流等)
設立 :昭和 62年 3月
財団法人若狭湾エネルギー研究センター 基金 : 6 円
目的 :原子力､エネルギーに関する研究､研修､交流の拠点
設立 :平成 6年 9月 現在建設中











一般機械 1121億円 ( 5.7%)
繊維 3069億円 (15.6%)
衣服 1023億円 ( 5.2%)
眼鏡 1003億円 ( 5.1%)
化学 1731億円 ( 8.8%)
プラスチ ック 1141億円 ( 5.8%)
その他 6729億円
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平成4年 3月に ｢山梨県科学技術政策大綱｣を策定 し､科学技術の振興を図っている｡
(2) 山梨県科学技術政策大綱に基づ く主要施策
① 科学技術に親 しむ環境づくり













※ 平成 8年度は6件認定 (うち4件に民間試験研究機関等が参加)





◇ 広がるコンピュータ応用技術～インターネ ット･CGを学ぶ (工業技術センター )
世界中のコンピュータに接続できるインターネットの仕組みを実際にTV電
話で情報のや りとりをした り､CGの世界について体験する｡







◇基調講演 ｢科学技術のゆくえ｣(講師 :山梨大学教授 池田清彦 氏)
◇研究発表 (県立試験研究機関 5件/その他 2件)
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】 料学 1 教育関係機関における科学関連施設 .
技術 整塗 壁奥 ゴ92 i 科学技術教育の充実 設備の充実2 科学への関心を深める施策に親しむ環境 1 技術体験塵塵等の整備
た り づくりの推進 2 地域ぐるみの科学への参加の推進
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発機能の強化 ･集積 を目指 して開発 ･整備を推進中｡
(2) ｢科学技術交流センター計画｣の策定 ･実施
地域内外の研究分野や組織を越えた幅広い研究交流活動を活発化 させるこ
とにより､地域か らの新 しい科学技術の創出 ･発信を目指 して事業を実施中｡
ア 目 的
(ア) 地域の頭脳の結集






愛知県科学技術振興基金の造成 (平成 6年度開始)(目標額 100億円)




(1) ｢科学技術推進大綱｣ の策定 (平成 9- 10年度)
科学技術交流センター計画を中心として､産 ･学 ･行政が一体 となって推















(参 考)愛知 県 の科学技術振興施 策の流れ
愛知県 21世紀計画 (第 6次愛知県地方計画)において､










平成 6年 4月 科学技術振興基金の設置
平成 6年 9月 (財)科学技術交流財団の設立
平 成 7年 度 科学技術交流センター施設基本設計
平 成 8年 度 科学技術交流センター施設実施設計
科学技術推進大綱策定準備
平 成 9年 度 科学技術推進大綱策定 (指針の作成)







科学技術は､地域産業の高度化 ､新産業の創 出､住民生活の質の向上な どに大きな役
割 を果 た してい くもの として､その期待がますます高まってお り､三重県にふ さわ しい
科学技術振興のあ り方を検討 し､ 21世紀に向け､本県の飛躍 ･向上を図るため､科学
技術 を積極的に活用 し､魅力 と活力あふれ る新たな地域社会 を構築することが必要であ
る｡
また､本県では､生活者の視点 に立った ｢生活者優先の県づくり｣を進 めているが､
その一つ として､科学技術の振興 を県民生活のゆとりや豊か さに結びつけるとともに､
県民それぞれが科学技術に親 しみ､創造性や独創性の重要 さを認識す ることによって地
域の創 造性を育み､新たな価値 を創造するよ うな科学技術風土を形成す ることが大切で
あると考えている｡
こうしたことか ら､科学技術の果たす役割の重要性 を認識 し､その振興 を図ってい く
ため､平成 7年度に科学技術等に高い見識 をもった県内外 の有識者等か らなる三重県科
学技術懇話会において議論いただ き､その検討 の結果 を ｢三重県における科学技術振興
の基本方向｣ として取 りま とめた｡
このなかで提言 されているとお り､本県が科学技術振興に取 り組むにあたっては､
(1) 産業の創造的革新 と豊かで快適な生活に向けた科学技術研究の推進
(2) 環境に係 る先導的研究開発の推進 と世界-の貢献
(3) 科学技術を担 う人づ くり
の 3点 を基本的方向 と位置づけることができると考えている ｡
今後､基本方向を踏 まえ､県が取 り組むべき施策を検討 し､施策を着実に展開 してい
くこととしている｡
2 平成 8年度の取 り組み
科学技術振興の方向をよ り確実なもの とし､本県の科学技術振興を全国に情報発信す
るために､昨年 11月に科学技術庁他 との共催 で ｢地域科学技術政策フォー ラム｣を開
催 した｡ ｢科学技術 に地域が期待す るもの～生活者の視点か ら～｣をテーマに一般県民
にも分か りやすい内容 を目指 した ところ､小中学生を含む 760名余の参加者 を得 るこ
とができた｡
また､多様化､高度化す る社会 ニーズに対応するためには､公設試験研究機 関におい
て業際分野 ･先端分野の研究開発 を推進す るな ど研究開発機能を強化す ることが必要で
あ り､公設試験研究機 関のあ り方 にかかる検討会議を庁内に設置 し､検討 を重ねた｡
地域 の中核的な科学技術推進拠点である公設試験研究機 関については､各機関の活性
化を図 り､研究機能の レベルア ップ とともに､外部研究機関 との交流 ･連携 を図るため､
横の連携 を重視 した体制､共同研 究の重点的な取 り組み等 を進めることとなった｡
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3 平成 9年度の取 り組み
平成 9年度 か らは､科学技術振興の基本方向の提言 を踏 まえ､科学技術振興施策 につ
いて､各部局間の調整 を図 りつつ､総合的に取 り組む こととしてお り､
① 県の具体的な施策を明確 にす るための科学技術振興計画の策定
② 公設試験研 究機 関の研究機能の強化
③ 公設試験研 究機 関等 による共同研究の促進
等 を進 めることとしている｡
(1) 科学技術振興計画の策定
県の取 り組むべ き科学技術振興施策 について､大所高所の視点か ら提言す る ｢三重
県科学技術会議｣を開催す るとともに､ 2010年 を 目標 とす る科学技術振興計画 を
策定 し､県が取 り組む基本姿勢及び具体的な施策を明 らかにす ることとしてい る｡
(2) 公設試験研 究機 関のあ り方にかかる調査
平成 8年度 に検討 してきた公設試験研究機 関のあ り方 について､引き続 き平成 9年
度 には､体制のあ り方や県 としてめざすべき研究 レベルな どについて具体的かつ詳細
な検討 を行 うこととしている｡
(3) 共同研究の推進
各公設試験研究機 関が有す る資源 を最大限活用 した共同研究を推進 し､新たな研究
分野や よ り高度 な技術開発 に取 り組む とともに､共同研究開発テーマを発掘す るため
の調査等 を実施す る｡ 9年度 に取 り組む主な事業は､以下の とお りである｡
① 地域研究開発促進拠点支援事業
先端技術 シーズ (海洋 関係) を発掘 し､産業化 の可能性 についての研究会 を発足
させ ､先端技術 に関す る産学官の共 同研究体制を育成す る｡ さらに､産学官 による
要素技術 の調査等 を実施す る ｡
② 産業廃棄物 リサイクル技術研究事業
産業廃棄物や RD F焼却灰 の再資源化 を図 り､土木建築用製 品-の用途を､工業
技術セ ンター､窯業試験場､大学､県内中小企業が共同 して開発す る｡
③ 農林水産物食品等安全性確保対策事業
地域農林水産物加工品等-のHACCP (危害分析重要管理点)導入技術や管理
手法の開発 にかかる研究 を､大学や 国研等の協力 を得なが ら､衛生研究所､工業技
術セ ンター､農業技術セ ンター､林業技術センター､水産技術セ ンターが共 同 して
実施す る｡
④ 科学技術振興調整事業
今後､県 として取 り組 むべ き業際分野 ･先端分野 にお ける研 究開発 シーズを発掘





滋賀県は､ 自然環境や地理的条件､交通の利便性等 を生か し､内陸工業県 として発展 し
てきたが､一方で､琵琶湖の環境の保全 を中心 として､環境-の先進的な取 り組みを進 め
てきた｡ 21世紀を 目前 に控 えた今 日､国際化､高齢化､高度情報化 な ど､社会経済の潮
流の変化 に的確 に対応 し､地球規模 での課題の解決 に向けて､科学技術の果たす役割 に大
きな期待がかけ られているが､滋賀県においても､これ までの技術的蓄積 を生か して､科
学技術の振興 を図ってい くことが重要である｡
そのため､平成 4年度 には本県の科学技術の振興の方向性 を示す科学技術 ビジ ョンを､
また､平成 6年度 には科学技術振興の 目標 とその総合的な実現方策 をまとめた科学技術政
策大綱を策定 した ところであ り､今後､これ らに沿った科学技術振興施策を講 じてい くこ
ととしている｡
特 に､国民的財産 とも言 うべき琵琶湖の恵みを後世に継承 していけるよ う､水質保全を
中心 とした琵琶湖環境の保全 を図るための科学技術の発展が求められ てお り､ ビジ ョンや
政策大綱において も､本県が取 り組むべき重点分野 として､生活の質 の向上を図るための
科学技術､産業振興のための科学技術 と併せて､ 自然 との共生のための科学技術 を掲げて
いるところである｡ この分野 においては､琵琶湖 とその集水域に係 る環境の保全 ･改善の
ために必要な基礎研究を行 うため､昭和 5 7年度に開設 した琵琶湖研 究所をは じめ､開発
途上国に対 して環境保全技術 を移転す ることを目的に設置 された国連環境計画国際環境技
術セ ンター､身近な暮 らしと密接 に関わる発酵を通 じて環境､食糧､健康な どの課題 の解
決に寄与 してい くための 日本発酵機構余呉研究所な ど､特色 ある研究拠点の集積 を図って
来た ところである｡ また､平成 7年度 に関学 した滋賀県立大学には､全国で初 めての環境
科学部を設置 し､環境問題 を 自然科学 と社会科学の両面か ら深 く追求す る教育 ･研究を 目
指す とともに､湖 と人間のよ りよい共存関係の構築に向けて､琵琶湖 を総合的 ･多面的に
理解 してい くための琵琶湖博物館 をこのほ ど開館 し､幅広いテーマで研究調査 に取 り組ん
でいるところである｡ さらに､水環境や関連分野の生態学の振興を図 り､環境保全に関す
る役割をよ り積極的に担 うことで､広 く日本や世界に貢献 していくため､国内外の研究者
を受賞対象 とす る生態学琵琶湖賞 も創設 している｡今後においては､ このよ うな取 り組み
の上 に､誘致を進 めている国立生態学研究所等 との研究協力体制の構 築や情報発信能力の
一層 の向上 を通 じて､環境科学に関す るセ ンター ･オブ ･エクセ レンスを形成 してい くこ
とを 目指 している｡
また､重要な研究開発拠点であ り､かつ､研究者や技術者 の養成拠点でもある大学 ･大
学院等の高等教育機 関については､これまでか ら理工系学部 を中心に積極的に充実 を図っ
てきた ところであるが､今後 ､大学の集積 の効果を地域 に生か してい くための取 り組みが
重要であると認識 している｡ これ まで県が誘致 した大学 においては､産 ･学共同研究を専
門的 に行 う組織が設置 された り､共同利用 の研究施設が整備 されるな ど､積極的に産 ･学
連携 の取 り組みが進め られているが､ これ らに加 えて､県立試験研究機関等 も含 めた緊密
なネ ッ トワー クを形成 し､情報交流や共同研究の機会 を拡充 してい くことが必要である｡
なお､産業振興の側面 を重視 した技術振興については､主に商工労働部において､技術
開発促進 のための資金補助 ･融資や技術ア ドバイザーによる指導､異業種間での交流促進
等の施策が講 じられてお り､今後､ さらに先端技術の研 究開発の推進や起業家育成 を 目指

































































































































科 学 技 術 峯 興 足 先 の 現 状 と課 糧 (レ ジ メ )




○昭和61年度 有識者による ｢科学技術懇話会｣ (現在休止中)､全庁的調整機関の ｢研究開発推進
会議｣ (現在公設書式所長会議として運営)を設置
府の科学技術施策の基本的あり方､研究開発のあり方等について検討
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兵 庫 県


































や､ ｢WHO神戸センター協力委員会 (会長 :貝原兵庫県知事)｣を組織するなど､円滑な
運営に寄与している｡
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て､第 1回 ｢関西科学技術セミナー｣が昨年 11月本県で開催された｡
これは､科学技術の分野で指導的立場にある人々が集い､関西からの政策提言や情報発信
を行おうとするもので､本県と関西サイエンス ･フォーラム (関西経済界の任意団体)､関




























鳥 取 県 科 学 技 術 振 興 施 策 の 現 状 と 課 是喜




















辛 ･産業技術センターの整備 (工業試験場､食品加工研究所の統合)県立試験場におけるコンピューターネ ットワークの整備
莱 ･砂漠 ドー ム (ア リドドー ム)の建設
計 ･農林水産試験研究機関の整備拡充
画 ･衛生環境研究所の整備
























本県で定める戦略的4産業 (環境関連産業､ライフサポー ト産業､産業用財産業､情報 ･通信 ･ソ
フト系産業)を中心に､産学官交流､異業種交流等を通じて新産業の創出 ･育成を推進する｡
ア 新産業創造ブレイン事業 ･･･ 識見豊かな研究者､技術者等を委嘱し､今後の本県産業
振興の基本方針に対する助言や技術的な指導を受ける｡
イ 公設試験研究機関等交流事業 ･･･ 研究機関等の交流を目的とした会議､研究会の開催
①試験研究機関 ･高等教育機関等交流会議の開催 ･･･機関長会議やテーマ別の分科会等の開催
②試験研究機関インターネット事業 ･･･ 県の試験研究機関等をインターネットで結び情報交流等














ウ 知的所有権センター設置事業 ･- CD-ROMによる広報閲覧の整備及び特許情報の提供
(2)創造的中小企業の育成
















































広 島 県 にお け る科 学 技 術 振 興 施 策 の現 状 と課 題
広 島 県
○ 広島県では､平成 4年 5月に産学官の有識者からなる広島県科学技術振興会議 を
設置 し､科学技術振興のあ り方について議論を重ね､平成 5年 11月に ｢広島県に





3 創造的科学技術人材 の育成 ･確保
4 県内外を結ぶ研究交流ネ ッ トワークの形成
5 科学技術 を育む創造性豊かな地域づ くり
6 科学技術振興のための推進支援体制の整備～科学技術振興基金の造成
○ 平成 7年 3月に策定 した広島県長期総合計画の中でも､科学技術振興を大きな柱
と位置付 け､全県的な最重要施策 として､｢科学技術立県｣の推進 に向けた基盤整
備 に取 り組んでいる｡




○ 基本方向に基づ く重点的な施策 として､ハー ド面では､基礎的 ･先導的分野の研
究に取 り組むための中核的な研究拠点 として､平成 10年度初等の開所に向けて､
広島県産業科学技術研究所 (仮称)の整備 に着手 している｡
〇 一万､ ソフ ト面では､こ うした施設を活用 し､中長期的視点か ら､計画的 ･継続
的に基礎的 ･先導的研究開発を進 めるための安定的な財源を確保す るため､ 100
億 円を目標 とす る ｢科学技術振興基金｣の造成を平成 7年度か ら開始 している｡県
では 7年度､ 8年度にそれぞれ 10億 円ずつ出椙を してお り､ 9年度には 8億円の
予備措置を行 うとともに､民間-の出椙要請を始めている｡
○ 国においては､科学技術基本法の制定､科学技術基本計画の策定等積極的な取 り
組みが行われてお り､県においても､科学技術の振興 と新産業の創 出を目指 した施
策展開が求め られてお り､今後は､大学､県内公設 ･民間研究機関の共同研究促進
の基礎 としての研究交流ネ ッ トワークの形成､研究開発体制の整備､研究人材の育


















中核産業分野 (4分野Jの振興 サ 核4分野研究会の設置
共同研究の推進 欄干究者養成型共同研究事業
㍗ ? ? ? ? ?
研究開発の強化


























香川県においては､技術振興 の先導的役割が期待 され る香川大学工学部の
開設が平成 9年 10月に予定 されてお り､理工系高等教育機 関の整備の進展









また､本年度設置 され る香川大学工学部の研究成果 を実用化に結びつ けて























長崎県は､鎖 国時代 における日本唯一の海外文化の窓 口と して､ 多様な技術輸
入 が行われた. 例 えば､産業技術 においては､金属活字印刷技術､ アーチ石橋築
造技術､写真撮影技術､熔鉄技術､洋式採炭技術｡農業技術 においては､ トウモ
ロコシ､馬鈴薯､甘藷､ ザボ ン､ トマ ト等外来品種の導入､その他､医学技術､
航海技術､生活技術等色 々な技術が移入 されてきた｡
現代 において は､世界的 に有名な三菱長崎造船所､ 日本で二 カ所 しか残 ってい
ない池島炭坑､ 長崎大学医学部､全国二位生産高の馬鈴薯､長崎名産のザボ ン等
にその面影 を見 ることが出来 るが､一人当た りの県民所得でみれ ば全国では下位
に低迷 している｡ また､二次産業 にでは､平成 5年度 における従業員規模 300
人未満の中小企業 は､全体 5067社 の うち5048社､99.6%を 占めてお り､大
企業 が少な く足 腰の弱い産業構造 となっている｡ 出荷額で見 ると､ 約 1兆6900億
の うち中小企業 が 7900億､46.8%であ り､企業数 に対 して生産性が悪い｡
長崎県では平成 8年 3月 に長崎県工業振興 ビジ ョンを策定 し, 中小企業 の技術
高度化や多様化,労働生産性の高い業種構造への転換 を図ることにより､ 本県工
業 の よ り一層の発展 を 目指す とい う､工業振興施策の基本的方針 を示 したO また､
工業振興 を支援す る組織 と して､昭和 59年度 に (財) ナガサキ産業技術 開発セ
ンタ-が設立 され､平成 9年 4月､産学官共 同研究推進会議 を下部組織 に持つ
(財)長崎県産業技術振興財団へ組織体制 の充実を図 った｡
平成 7年 11月､科学技術基本法制定 と期 を同 じくして､長崎 県新行政 システ
ム推進基本計画が策定 され たが､ その中で ｢各種研究機関相互 における総合的 な
技術振興体制の強化｣が提唱 され､ これ を機 に平成 9年度 に産学官 の代表者 で組
織す る委員会 を中心 と して､ ｢長崎県科学技術振興 ビジ ョン｣ を策定す ることと
な った｡現在､ 産業界､大学､公設研究機関､庁内各課 との意見交換 を行 い, 問
題点､課題等の抽 出に努めてい る｡
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産業界 においてはチ ャンス到来 との感覚があ り､県内の主な経営者で組織 され
る科学技術経営者連盟等 において､行政､大学等 への働 きかけが強力に行われて




1 熊本県総合計画 ｢ゆたかさ多彩 『生活創造』 くまもと｣における位置づけ
平成5年 1月に策定 した県総合計画では､施策の基本方向として､ ｢"優 しいくまもど'を





































































等の高等教育機関､国立 ･公設試験研究機関､特殊法人 ･民間企業等の研究機関)の現状 (機







… …_ _ 1 技 術 立県 をめ ざ した工 業の 振興 _∵ Ⅷ










































































































































































































































与度が高い技術 ･産業分野 ②積雪 ･寒冷地対応技術など本市が持つ独自性を生かした技術 ･産業分
野 ③環境関連､福祉関連など将来的な需要の高まりが想定され､かつ都市政策上から産業振興の必


























































製 造 業 の 甥 権 流 通 業 の 再 編 サービス業の振興
<インキユベ-シヨン蛇.ベンチで-絹のシステムづくり> [グロ-バ佃.億靴.茂劉糾 .純的 .多相'y靴.ai化] 折 イン7ラ即 -I:'スl約足型1-ビス
開発助成 [場 の提供] 投融資異 業種 .産芋 交流 堅垂 .- 倉 ロ売 卜士 ▽ ▽ ▽ ▽
】 拠点怒備 適正配置 lE経営支援佃 .助成 相談 .指導 戦 略 的 支 援タ-ゲットの明確化(搬らしさ)環境整備(魅力ある産業風土基盤 技 術 の 活 用 共目板司靴.起票化.清靴王瑳
[先端技術] 〔環境関連〕 [★福祉関連] [新流通関連]○輸入促進支援事業[ゆ] =[専門サービスコ
○中小企業研死開発等助成 OFAZ市内企業進出促進事業 lO情報文化tント整備事業[ゆ]
[生活文化][自由時間]○生活文化産業推進事業[ゆ]○横浜77ツション振興事業○横浜77ツション協会補助金





















[注] ･★は新規事業 ･◎は本妻における再掲卒業 ･◇は事業の内容 ･[ゆ]は ｢ゆめはま｣事業
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神 戸市 にお ける科学技術振興策
神 戸 市
1. 第 4次 神 戸 市 基本 計 画 にお け る科 学 技 術 振 興策
神 戸市 で は､平成 5年 9月 に策 定 した 2025年 を 目標 とす る ｢新 ･神 戸 市基本構
想 ｣ に基づ き､平成 7年 10月 に 20 10年 を 目標 とす る ｢第 4次神戸 市基本 計画｣
を策 定 した｡
この 中で ､科 学技術 に関す る施策 として､一 つには第 6部 ｢国際性 に あふれ る文化
交流 のま ち｣ の 中で高等教育機 関の充実強化 を揚 げている｡ す なわ ち､知的文化 は21
世 紀 にお い て も都 市発 展 の基礎 とな る とい う認 識 の も とに､ (1) 高等教 育機 関の教
育 ･研 究機 能 の充実 (2) 開かれ た高等教育機 関づ く り (3)産官学の交流 ･連携 と
い った施策 を掲 げてい る｡
また､第 7部 ｢次代 を支 える経 済躍動 のまち｣ にお いて､高次都市機 能 の強化 のた
め､中枢 管理 ･研 究機 能の強化 を掲 げてい る｡ この中で特 に､
(1)研 究 開発 に関す る人材 育成 ･交流 の推進 として､人材 の育成 ､産 学 の連携 に よ
る共 同研 究機構 の設置 ､研 究開発機 能 を育 む都市づ く り
(2)研 究 開発 の場づ く りと して､多様 な研 究 開発拠 点づ く り､研 究開発 の シ ンボル
とな る機 関の設置 ､研 究 開発型 企業 の育成 ･誘致
な どを掲 げて い る｡
2.神 戸 市 にお け る新 た な研 究 開発 機 関 の取 り組 み につ い て
神 戸市 で は､震 災以 前か ら､ あ るいは､震 災 を契機 にい くつ かの新 しい取 り組 み が
進 め られ て い る ｡ そ の一つ が､w HO神 戸セ ン ター で ある ｡ この国際的 な機 関 を核 と
して､世界 の先進 的 な保健 ･健康 の研 究が進む ことが期待 され る｡
また ､現在 ､情 報通 信 の分 野 で ､通信 ･放 送機構 (TA0)が､ ｢神 戸 リサーチセ
ンター｣及 び ｢神 戸情 報通信研 究 開発 支援セ ンター｣ を設置 して､神戸 をモデル に新
しい情報通信 の あ り方 の研 究 を進 めてい る｡ これは､神戸市 が以前か ら進 めていた
｢神 戸 国際 マル チ メデ ィア文化都 市構想 (K IM E C構想 )｣ とも連携 し､また､災
害 に強 い次 世代 防災情 報通信 システ ムの あ り方 につ いて､具体 的 な素材 を も とに検討
を進 め る もので あ る｡ この関連 で は､今春 か ら､神 戸大学 に開設 され る ｢情報 メデ ィ
ア科学専攻 ｣や この 2月 に設 置 され た ｢アジア ･太平洋地域 情報通信基盤 (A P II)
テ クノロジーセ ンター ｣ な どとも連携 を強 めて いきたい｡
阪神 ･淡 路大震 災で大 きな被 害 を受 けた神 戸 を舞 台 に､震 災 関連 の研 究 が進 んでい
る ｡ この よ うな背景 を元 に昨年 ､神 戸大学 に都 市安全研 究セ ンターが開設 され た ｡ 災
害 に強 い都 市 の あ り方 につ いて､震 災 を経験 した 自治体､研 究者 ､市民 が連携 して研
究 を進 めて い く意義 は大 きい ものが あ る と考 えてい るO
また､被 災地域 の産 業復 興 のた めには､単 に元に戻す とい うだ けではな く新 しい産
業 の創 造 が不可欠 で あ る｡ そ のた め､被 災地域 の産業界 を中心 に内外 の研 究機 関 との
連 携 の も とに近 々 ｢新 産業創 造研 究機構 ｣ が設 置 され ､新技術 の 中小企 業- の移転や
研 修等 に取 り組 んでい くこととなってい る｡
さらに､神 戸市 では ､ 20世紀 に発展 して きた産業や文化 の成果 を集積 ･展示 し､
総合 的 ･体 系的 に 21世紀-継 承す るため､ 20世紀博物館 群構想 を推 進 してい る｡
また､阪神 ･淡路大 震 災 を記録 ･保 存 ･検証 し､ 2 1世紀 にむ け災害 に強 いまち を
実現す る こ とに貢献す るもの として ｢災害科学 博物館 ｣の整備 を検討 してい る｡
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女 気 対 策
魅 力 あ る 商 店 街
の形成
流 通 兼 務 の 信也化
経 営 体 竿 の 強 化


























































































新 しい都市型産業 (情報産業)の育成 と研究開発機能の強化を図るための情報研究開発
拠点地区の形成
･総合 コンピュータメーカー等の研究開発部門の立地













































てはカラーのパンフレットと､白刷 りのパンフレット ｢地域科学技術振興施策平成 9年度

































































































































































- 平 成 9 年 度 政 府 予 算 案 をこ つ t'ヽて -
平 成 9 年 1 月
































































































地 域 結 集 型 共 同研 究 事 業
今後､国として推進すべき重点研究領域において､地域の研究ポテンシャルを結集 し､地域
独自の世界的水準の研究領域を開拓するため､ネ ッ トワーク型地域COEの構築に資する集約











































































国研等 :ニーズ : 企業
Lj I-:;::I-:
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平 成 9年 3月 18日
農 林 水 産 省
農林水産技術会議事務局






















































































































素材を活用 した交配 とそこから得 られた系統を対象とした検定 ･選抜による直播適
性品種 ･系統の作出及び移植栽培を前提として交配 した系統を対象とした検定 ･選
抜による直播適性品種 ･系統の作出を行 う｡
事業実施主体 水稲育種指定試験地 (都道府県試験研究機関)









































研究実施期間 平成 9年度～ 11年度
5 低温限界環境下における作物 ･微生物の代謝制御系の解明 (新規)
22 (0)百万円

















⑥ 四国傾斜地に対応 した野菜 ･花き等の集約的生産技術の確立
⑦ 九州における代かき同時点播直播稲作技術の確立


















































































































































































































































































































































し､必要 に応 じ地方債措置 (充当率概ね90%)を講 じるとともに､起債利子
については所要の特別交付税措置を講 じる｡
































































































































































































































































研究開発関連予算総額 4,213 4,723 +509(+12.1%)
うち-般会計 962 1,210 +248(+25.8%)
















22億円 ( 新 規 )
47億円 ( 27億円)
20億円 ( 新 規 )
42億円 ( 2億円)
･研究開発型企業支援出融資制度の創設 産投会計260億円のうち ( 新 規 )
･増加試験研究費税額控除制度等の試験研究促進税制の延長 ･拡充


































3億円 ( 新 規 )












13億円 ( 新 規 )











































･ITS (高度道路交通システム)の｣侶甚 こt億fll( 新 )31 )
















































































































































｢ 顎 .- g ｡ _-
t ll山 1






















通 産 ノミ≡,の 技 才,lTr仔司発 一 乗斤規 産 買荏百 一5舌 出力｣大王兄 (r川上｣と r川下｣に展rln中)
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平 成 9 年 1 月
通商産業省新規産業室











































<9年度予算額 26.2億円 (8年度予算額 14.8億円)>
･技術 ･経営ノウハウ･人材発振のための情報交流 ･啓発事業

























































































中央大学経済学部 教授 賛藤 優
(3)科学技術政策研究所からの報告及び討議 1
11:10-12:00
｢地域科学技術政策研究を巡る内外の動向｣
科学技術政策研究所
客員研究官(東海大学教授) 権田金治
(4)講演Ⅱ 13:00-14:00
｢KSPにおけるピソネス･インキュヘ'-シ]ンの経験について｣
株式会社ケイエスピー 専務取締役 馬場昭男
(5)科学技術政策研究所からの報告及び討議 Ⅱ
14:00.-15:40
1)｢地域における科学技術振興に関する調査研究(第3回調査)｣
科学技術政策研究所第3調査研究グループ
上席研究官 坂田和徳
2)｢地域科学技術指標の策定に関する調査｣
科学技術政策研究所第3調査研究グループ
総括上席研究官 添嶋 -
(6)各省庁施策説明 1 15:40-16:10
科学技術振興局研究基盤課地域科学技術振興室
室長補佐 田中康治
(7)分科会形式の討議
1)分科会 16:30.-17:30
A:大綱策定のあり方
B:科学技術政策の総合的推進のための具体的事業
C･科学技術政策の総合的推進と組織体制のあり方
2)全体会議 Ⅰ 17:30-18:00
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第2部
(8)全体会議 Ⅱ 18:15-20:00
第3部
(9)各省庁施策説明Ⅱ 3月19日 10:00-12:00
1)農林水産省農林水産技術会議事務局
地域研究振興課課長補佐 水野隆史
2)自治省大臣官房
企画室課長補佐 時沢 忠
3)通商産業省工業技術院
地域技術課補佐 湯田正俊
4)質疑及び討議
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付章 2
1.都道府県及び政令指定都市
北海道 川手 雅紀
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
?
?????????? ?
山梨県
岐阜県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
鳥取県
島根県
島根県
広島県
徳島県
?
?
??? ?????????
?
????????????
??????????
?
?????
?
?
??
????
?
????????????
参加者リスト
(敬称略､部署名･役職名研究会開催当時)
企画振興部調整課
企画部企画調整課
企画調整部科学技術振興室
企画部企画総務課
企画調整部企画調整課
企画調整部企画調整課
商工労働部工業課
商工労働観光部工業課
商工労働部工業振興課
企画財政部企画総務課
企画部企画課
企画部科学技術政策室
企画部科学技術政策室
商工労働部工業振興課新産業振興室
企画部計画課
商工労働部工業技術課
企画県民局企画課
総務課総合政策課
岐阜県科学技術振興センター 企画調整課
商工労働部技術開発課
商工部工業振興課
商工労働部商工振興課
企画振興部企画課
企画部企画調整課
商工部産業推進課
企画調整部企画室政策チーム
知事公室審議員(科学技術担当)
企画部企画課
商工労働部企業振興課
商工労働部企業振興課
商工労働部工業技術課新産業振興室
商工労働部商工政策課工業振興係
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宮本
松村
稲垣
?
??????
?
??
神宮司 史仁
上里 幸秀
平木 浩昭
斎藤 重信
細谷 五十二
江崎 真司
太田 敏一
山口 研二
松本 法雄
2.講演着
中央大学経済学部
株式会社KSP
3.関係省庁
科学技術庁科学技術振興局
農林水産省農林水産技術会議事務局
自治省大臣官房
通商産業省工業技術院
4.科学技術政策研究所他
科学技術政策研究所
所長
客員研究官(東海大学教授)
第3調査研究グループ
//
//
肌
//
//
企画課
財団法人未来工学研究所
企画部政策企画総室
商工労働部工業振興課
商工部新産業技術振興課
商工部新産業技術振興課
企画局企画調整課
企画部企画課
企画開発部政策企画課
商工観光労働部商工振興テクノポリス推進室
商工労働観光部産業振興課技術振興係
企画部新技術情報課
企画開発部企画調整室
企画調整局企画部調整課
企画局企画課
横浜市工業技術支援センター
企画財政局企画室
震災復興本部総括局復興計画推進部
工業技術センター
総務局企画調整部
斎藤 優
馬場昭男
田中康治
水野隆史
時沢 忠
湯田正俊
宮林正恭
権田金治
添嶋 一
坂田和徳
新井英彦
早 大沫
三島真理
平賀陽子
鈴木恵里子
横田慎二
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【本報告書についての問い合わせ先】
科学技術庁科学技術政策研究所
第3調査研究グループ
上席研究官 坂田和徳
特別研究員 田中誠徳
T-1OO 千代田区永田町1-ll-39
Tel:03-3581-2419
Fax:03-3581-9089
E-mail:sakata@nistep.go.jp
tanata@nistep.go.jp
